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従来のバス需要推計手法では，交通調査にとって正確な LOS を得ることが困難であることや，バス停の間隔

に対してゾーン間隔が大きすぎることが正確な需要推計の妨げになっていた．田中ら 1)の研究ではこれらの問

題に対し，研究対象地域に住宅からバス停までの距離を正確に把握する工夫をした上で独自の交通調査を行い，

GIS 上でバス停毎にアクセス時間の圏域を設定して需要推計を行うことで精度の向上に取り組んだ．さらに渡

会ら 5)の研究では田中らの研究をベースに新たに時間圏域という概念を導入することで圏域の設定を見直し

た． 

本研究は田中，渡会らの継続研究であり，モデルを見直した．そして，通勤目的では「費用」が有意に働か

ないという仮説を立て，効用関数から「費用」を除いたモデルを推定し，実際に需要推計を行って精度を検証

した． 
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1. 背景・目的 

 

近年，国内の都市において，中心市街地の空洞化

や市街地の郊外化が問題となっており，対策として

集約型都市構造の実現が求められている．この都市

構造を実現するためには，公共交通サービスの改善

が必須である．特にこの問題が顕著である地方都市

では，地域住民の主要な交通手段として，路線バス

が使用されている場合が多い．しかし，公共交通サ

ービスの改善を行う上で根拠となる現在の需要予測

手法は，交通調査の空間的解像度が低く，路線バス

の実態に見合っていないといった課題があり，精度

が不十分である． 
先行研究である田中ら 1)の研究では，従来の需要

予測手法の前述した課題に対し，客観的にアクセス

距離を把握できるようにした調査票の配布，アクセ

ス距離を変数として組み込んだモデルの推定，GIS
を用いた空間人口分布を考慮したバス停圏域の作成

といった手法をとることで，バス需要予測手法の精

度向上を図った．また，この際に作成したバス停圏

域は各バス停から 80ｍ毎に，1200ｍまで圏域を作成

したものであった．だが，田中ら 1)の圏域設定では，

バスの進行方向にあるバス停や，運行頻度の多いバ

ス停の利用圏域が広くなることが考慮されていない

ため，正確な需要予測は行えていない． 
昨年度，渡会ら 5)の研究ではバス乗車時間とバス

停アクセス時間の合計値を算出し，更にバスの運行

頻度をバス停での待ち時間として考慮することで，

圏域の作成を行った．さらに，路線バスの需要予測

の高精度化を図る事を目的として，徒歩と自転車の

効用関数に「鉄道駅までの距離」を組み込んだモデ

ルを用いて実際に需要予測を行った．しかし，「乗車

時間・所要時間」と「費用」との間に高い相関が確

認され，モデルの信頼性に不安が残った．そこで本

研究ではモデルの説明変数を見直して推定を行い，

昨年度の需要予測結果との比較を行った． 
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2. 研究概要 

 

(1) 研究対象地域 

本研究の対象地域は，さいたま市大宮区と見沼区

の一部における，大宮駅東口を発着場所とするバス

路線沿線地域とする．選定理由として，対象地域で

は東西方向の鉄道が未発達であり，鉄道利用時の大

宮駅までの端末交通手段として路線バスや自転車が

多く利用されているため，路線バスを含む交通手段

選択モデルの作成に適していると考えられるためで

ある． 
 

(2) 対象とする移動 

対象とする移動は自宅を発地とする通勤目的の移

動とする． 
 

(3) 対象とするバス停 

対象とするバス停は，平日通勤時間帯である午前 
7~9 時台において利用できるバス停のうち，十分な

運行本数のある東町一丁目~野田宝永間の本線区間

(①)にあるバス停とする．また，本線の圏域を抑え

るため，東新井団地~大宮駅東口間(②)，導守~大宮

駅東口間(③)，大谷県営住宅~大宮駅東口間(④)，中

川循環(⑤)，大宮駅近くの循環路線(⑥)を加えた計 6
線を検討対象とする． 

 
図-1 対象とするバス停 

 
3. 研究手順 

 

田中ら 1)の研究で需要予測に使用した圏域設定は，

バス利用者の徒歩速度を毎分 80m と仮定し，各バス

停から 80ｍ毎に，1200ｍまで圏域を作成したもので

あった．だが，この圏域設定では進行方向にあるバ

ス停の圏域が広くなる現象を考慮できず，バス停単

位での正確な予測には不十分である． 
そこで，渡会ら 5)の研究では国際興業株式会社様

より提供して頂いた，バス IC カード利用者の実績デ

ータを用いることで，大宮駅から各バス停間の乗車

時間を算出し，バス乗車時間とバス停アクセス時間

の合計が等しくなる位置で圏域の境界を作成するこ

とで，バス停圏域設定の改善を行った．具体的には，

まず前述の IC 実績データより大宮駅東口を着地と

する 7～9 時台の乗車データを抽出し，エクセルを用

いて，各バス停毎に大宮駅東口までの乗車時間の平

均を算出する．次に，国際興業バスのホームページ

上の時刻表より，7 時台の一時間当たりの運行本数

を調べ，式 1 によって各バス停でのバス待ち時間を

求めた． 

L
60
2

 ⋯ 式 1  

L：待ち時間(秒) 
N：7 時台一時間当たりの運行本数(本) 

しかし，実際には運行本数が極端に少ないバス停

において，何十分もバスを待つといった事は想定し

がたいため，バス停での待ち時間を最大 3 分と仮定

した． 
ここで，先ほど求めた各バス停毎の大宮駅東口ま

でのバス乗車時間と待ち時間を足し合わせることで，

運行頻度を考慮したバス乗車時間を算出することが

できる．更に，このデータを GIS 上のバス停の座標

データと結合することで，バスの運行頻度を考慮し

た，バス停までの到達圏解析が可能となる．実際に

GIS 上で表示されるバス停圏域を以下に示す．図-2
が田中ら 1)のもの，図-3 が渡会ら 5)の研究で作成さ

れた圏域である． 

 
図-2 田中ら 1)の圏域設定 

 

 
図-3 渡会ら 5)の研究の圏域設定 

 

 また，渡会ら 5)の研究での最大圏域は，昨年度

のアンケート結果を用いたバス停アクセス時間と

バス選択確率の感度分析よりバス停から 720ｍと

している． 
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4. 新たなモデルの推定と需要予測結果 

 
昨年度，渡会 5)が行った需要予測では田中 1)が推定

したバス停アクセス時間と鉄道駅までの距離を変数

に組み込んだ端末交通手段選択 MNL モデルを使用

した．用いたモデルや効用関数は以下のとおりであ

る． 
表-1 使用モデル 

 
 
Vbus=d 所要時間

bus
+f 費用

bus
+g 物理アクセス時間

bus
 

Vbike=d 所要時間
bike

+f 費用
bike

h 鉄道駅までの距離  

Vmcycle=d 所要時間 +f 費用  

Vwalk=d 所要時間
walk

h 鉄道駅までの距離  

 

需要予測には秋山ら 3)が作成したマイクロ人口統

計データを用いてバス停毎・圏域毎で人口を算出し，

集計・加工することで需要予測値を求めた．また，

需要予測結果の精度確認には，バス IC データを加工

し，実績値とすることで，予測結果との比較を行っ

た．その結果を図-4 に示す． 

 
図-4 本線区間の需要予測結果 

 

本線区間全体では実績値の 1.04 倍の過大推計とな

り，田中 1)の 1.07 倍よりわずかに改善された． 
さらに，本線区間においてバス停毎の乗車人数の

平均二乗誤差(RMSE)を算出したところ，田中 1)の手

法では 27.5(人)であったのに対し，昨年度の手法で

は 21.67(人)と 5.83(人)の改善が見られた． 
しかし，このモデルでは「乗車時間・所要時間」

と「費用」との間に相関係数 0.7 以上の高い相関が

確認された． 
ここで，通勤目的の移動では，ほとんどの利用者

が定期券利用である為，「費用」が有意に働かないと

いう仮説を立てた． 
そこで本研究では，「費用」を除いた端末交通手段

選択 MNL モデルを新たに推定し，再度需要予測値

を算出することにした．新たなモデルの効用関数は

以下のとおりである． 
 

表-2 新たなモデル 

 
 

Vbus=d 所要時間
bus

+g 物理アクセス時間
bus

 

Vbike=d 所要時間
bike

h 鉄道駅までの距離  

Vmcycle=d 所要時間  

Vwalk=d 所要時間
walk

h 鉄道駅までの距離  

 

各パラメータの t 値は「乗車時間・所要時間」以

外は負に有意となった．また，「費用」を除いたこと

による影響を考慮する為に，バスおよび原付・二輪

車の効用関数に定数項を追加した． 
この新たなモデルを用いて昨年度と同様に需要予

測を行った．その結果を図-5 に示す． 
本線区間全体では実績値の 1.03 倍の過大推計とな

ったが，昨年度の需要予測結果よりわずかに改善さ

れた．一方，バス停毎の乗車人数の平均二乗誤差

(RMSE)を算出したところ，24.4(人)となり，昨年度

の 21.67(人)より精度が低下した．しかしながら，田

中 1)の需要予測結果と比較すると本線区間全体での

需要予測結果およびバス停毎の乗車人数の平均二乗

誤差(RMSE)はともに改善された． 

 
図-5 新たなモデルの本線区間の需要予測結果 

 

 

5. 考察 

 
本研究では各効用関数から「費用」を除いた新た

な端末交通手段選択 MNL モデルを推定し，昨年度

作成した時間圏域を用いてバス停毎に需要予測を行

った．その結果，昨年度の需要予測結果と比較して，

バス停毎の乗車人数の平均二乗誤差(RMSE)は大き

くなったが，本線区間全体の需要予測値では，ほぼ

同じ精度が認められた． 
これにより，通勤目的の移動では「費用」を除い

てもある程度の精度が確保されたモデルを推定でき

ることがわかった． 
本研究手法に残された課題として，対象バス停が

折り返し地点である場合や，バス路線自体が湾曲し

パラメータ t値 判定
乗車時間・所要時間 -0.124 -2.120 *
費用 -1.091 -2.135 *
バス停アクセス時間 -0.232 -2.915 **
鉄道駅までの距離 -1.169 -4.117 **
サンプル数 68
初期尤度 -71.972
最終尤度 -38.162
決定係数 0.470
修正済み決定係数 0.414

パラメータ t値 判定

乗車時間・所要時間 -0.035 -0.917

バス停アクセス時間 -0.171 -1.764 *

鉄道駅までの距離 -1.851 -3.745 **

定数項(バス) -2.719 -2.355 **

定数項(原付・二輪車) -3.417 -2.445 **

サンプル数 68

初期尤度 -71.972

最終尤度 -36.763

決定係数 0.489

修正済み決定係数 0.420
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ている場合，端点であるバス停の圏域の広がりを抑

制できないといった問題が挙げられる．また，バス

の運行頻度といった利便性や遅延などの信頼性が考

慮されていないことも課題として挙げられる．  
今後はこうした課題を解決する為に，本研究手法

の特徴である圏域設定に，勾配や歩道の有無等の要

因を組み込むこと，圏域の広がりを抑制するために

バス停からの物理アクセス時間を一次ではなく高次

の関数としたモデルの推定が考えられる．さらに，

本研究で新たに推定したモデルをベースに，バスの

利便性や信頼性に関する説明変数を加えたモデルを

検討していきたい． 
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